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川
崎
市
の
２
０
１
６
年
度
予
算
案
が
提
案
さ
れ
ま
し
た
。

福
田
市
長
の
３
度
目
の
予
算
と
な
り
ま
す
。
市
長
は
「
全
体

に
目
配
り
し
た
バ
ラ
ン
ス
の
と
れ
た
予
算
」と
い
い
ま
す
が
、

果
た
し
て
市
民
の
期
待
に
応
え
る
予
算
案
と
な
っ
て
い
る
で

し
ょ
う
か
。

図１　２０１６年度川崎市一般会計予算案の構成

市民税
１３95
（21.8）

市債
592
（9.3）

固定
資産税
１181
（18.5）

その他市税
４39
（6.9）

地方譲与税
33（0.5）

扶助費
1680（26.3）

人件費
952

（14.9）
公債費
７32

（11.4）

物件費
６80

（10.6）

物件費
６80

（10.6）

貸付金
259
（4.1）

補助金など
５８２
（9.1）

繰出金
３48
（5.4）

その他
１7２
（2.8）

普通建設事業費
９83

（15.4）

普通建設事業費
９83

（15.4）

交付金
322
（5.0）

その他
678

（10.6）

その他
678

（10.6）

地方特例交付金
１0（0.2）

地方交付税
6（0.1）

県支出金
２35
（3.7）

財産収入
51

（0.8）

繰入金
349
（5.4）

国庫支出金
1097
（17.2）

歳入総額
６390億円

歳出総額
６390億円

（32.0）（32.0）

その他
の経費

義務的
経費

投資的
経費

（15.4）

単位：億円（　）は％　※１億円未満は四捨五入

（52.6）

（内訳は次ページ表１参照）

　

提
案
さ
れ
た
予
算
案
は
、
一

般
会
計
６
３
９
０
億
円
（
前
年

度
当
初
予
算
比
３
・
２
％
増
）、

特
別
会
計
５
２
２
７
億
円
（
同

４
・
６
％
増
）、
企
業
会
計
２

２
６
４
億
円
（
同
２
・
７
％
増
）

で
合
計
１
兆
３
８
８
０
億
円

（
同
３
・
７
％
増
）。

　

一
般
会
計
の
歳
入
は
市
税
収

入
が
前
年
度
当
初
比
53
億
円

（
１
・
８
％
）
増
の
３
０
１
５

億
円
と
初
め
て
３
千
億
円
を
超

え
、
ま
た
３
年
連
続
過
去
最
大

と
な
り
ま
し
た
。

　

個
人
市
民
税
が
１
１
９
８
億

円
で
32
億
円
（
２
・
７
％
）
増

と
伸
び
率
は
昨
年
の
倍
。
法
人

市
民
税
は
企
業
の
収
益
改
善
に

よ
り
増
収
と
な
る
は
ず
が
、
地

方
法
人
税
（
国
税
）
の
創
設
に

伴
う
法
人
市
民
税
の
税
率
引
き

下
げ
に
よ
り
８
億
円
減
、
前
年

度
比
３
・
６
％
減
と
な
っ
て
い

ま
す
。

　

個
人
市
民
税
の
32
億
円
増
収

は
、
人
口
増
に
よ
る
も
の
。

　

固
定
資
産
税
は
21
億
円（
１
・

８
％
）
増
の
１
１
８
１
億
円
。

前
年
度
に
続
き
交
付
団
体
と
し

て
地
方
交
付
税
は
１
億
２
７
９

８
万
円
（
17
・
１
％
）
減
の
６

億
２
１
５
９
万
円
。

　

減
債
基
金
か
ら
の
借
り
入
れ

は
92
億
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

市
債
発
行
額
は
５
９
２
億
円

（
前
年
度
当
初
比
14
・
７
％
増
）。

　

市
長
は
、
２
０
１
６
年
度
予

算
案
に
つ
い
て
、
市
総
合
計
画

の
初
年
度
に
当
た
る
こ
と
か
ら

「
10
年
戦
略
ス
タ
ー
ト
予
算
」

と
位
置
づ
け
、「
全
体
に
目
配

り
し
た
バ
ラ
ン
ス
の
と
れ
た
予

算
だ
」
と
胸
を
張
り
ま
し
た
。

　

そ
し
て
特
に
重
点
的
に
取
り

組
む
事
業
と
し
て
、
⑴
子
育
て

環
境
整
備
事
業
で
は
、
①
待
機

児
童
解
消
に
向
け
、
認
可
保
育

所
は
１
３
９
０
人
分
の
受
け
入

れ
枠
拡
大
を
図
り
、
保
育
士
確

保
の
た
め
保
育
士
の
宿
舎
借
り

上
げ
費
用
補
助
、
②
中
学
校
給

食
の
完
全
実
施
、
③
小
児
医
療

費
助
成
を
小
学
２
年
生
か
ら
３

年
生
ま
で
拡
大
、
⑵
「
力
強
い

産
業
都
市
づ
く
り
」
で
は
、
①

臨
海
部
国
際
戦
略
本
部
（
局
扱

い
）
を
立
ち
上
げ
、
殿
町
の
キ

ン
グ
ス
カ
イ
フ
ロ
ン
ト
整
備
や

羽
田
連
絡
道
路
の
整
備
、
慶
応

大
学
と
連
携
し
た
拠
点
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
の
推
進
等
、
②
港
湾
関

係
で
は
東
扇
島
堀
込
部
等
の
埋

立
土
地
造
成
、
臨
港
道
路
東
扇

島
水
江
町
線
整
備
な
ど
で
産
業

活
動
の
活
性
化
を
は
か
る
と
し

て
い
ま
す
。

子
育
て
・
介
護
…

切
実
な
願
い
山
積

　

待
機
児
童
ゼ
ロ
の
取
り
組
み

は
喫
緊
の
課
題
で
す
。
今
年
２

月
時
点
で
認
可
保
育
所
に
申
し

込
ん
で
入
れ
な
か
っ
た
新
年
度

入
所
不
承
諾
数
が
３
０
０
７
人

に
の
ぼ
っ
た
こ
と
か
ら
す
れ

ば
、
不
十
分
で
す
。

　

中
学
校
給
食
は
自
校
方
式
２

校
と
小
中
合
築
校
で
実
施
開

始
。
し
か
し
ほ
と
ん
ど
が
大
規

模
セ
ン
タ
ー
方
式
に
よ
る
た

め
、
安
心
・
安
全
な
給
食
実
現

と
な
る
よ
う
引
き
続
き
改
善
・

検
討
が
必
要
で
す
。

　

小
児
医
療
費
助
成
が
１
歳
分

拡
充
さ
れ
、
小
３
ま
で
と
な
っ

た
の
は
前
進
で
す
が
、
所
得
制

限
で
小
３
ま
で
の
全
体
で
は
約

１
万
７
千
人
、
13
％
の
子
ど
も

が
助
成
を
受
け
ら
れ
ま
せ
ん
。

17
年
度
、
小
学
６
年
生
ま
で
拡

大
す
る
こ
と
と
引
き
換
え
に
、

通
院
１
回
５
０
０
円
上
限
の
一

部
負
担
金
導
入
を
検
討
。
６
人

に
１
人
の
子
ど
も
が
貧
困
状
態

と
い
わ
れ
る
な
か
、
一
部
負
担

金
導
入
は
許
さ
れ
ま
せ
ん
。
特

別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
は
５
千
人

を
超
え
る
待
機
者
の
解
消
に
は

程
遠
い
整
備
テ
ン
ポ
で
す
。

　

一
方
、
臨
海
部
国
際
戦
略
本

部
を
新
た
に
立
ち
上
げ
て
臨
海

部
開
発
へ
の
新
規
事
業
が
目
白

押
し
。
港
湾
局
関
係
で
は
、
臨

港
道
路
東
扇
島
水
江
町
線
整
備

に
約
50
億
円
、
東
扇
島
堀
込
部

の
埋
立
土
地
造
成
（
総
事
業
費

２
４
０
億
円
）
の
調
査
費
等
に

約
２
億
４
千
万
円
、
羽
田
連
絡

道
路
の
早
期
整
備
に
向
け
た
調

査
費
等
に
約
２
億
５
千
万
円
な

ど
大
盤
振
る
舞
い
で
す
。

　

新
年
度
予
算
は
、
歳
入
が
最

大
な
の
に
市
民
要
求
は
抑
え
込

ん
だ
予
算
で
あ
り
、市
長
は「
全

体
に
目
配
り
し
た
バ
ラ
ン
ス
の

と
れ
た
予
算
」
と
胸
を
張
り
ま

す
が
、
そ
の
特
徴
は
、
歳
入
の

増
え
た
分
を
大
規
模
事
業
に
重

点
的
に
目
配
り
し
た
予
算
と
い

わ
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

歳　

入

　

提
案
さ
れ
た
２
０
１
６
年
度

予
算
案
は
次
ペ
ー
ジ
表
１
〜
４

の
通
り
で
す
。

　

歳
入
は
市
税
収
入
が
前
年
度

当
初
比
53
億
円
（
１
・
８
％
）

増
の
３
０
１
５
億
円
と
初
め
て

３
千
億
円
を
超
え
、
３
年
連
続

過
去
最
大
と
な
り
ま
し
た
。

　

個
人
市
民
税
が
１
１
９
８
億

円
で
32
億
円
（
２
・
７
％
）
増
、

人
口
増
に
よ
る
も
の
で
す
が
、

市
内
労
働
者
の
中
で
年
収
３
０

０
万
円
以
下
が
44
％
に
も
の
ぼ

っ
て
い
る
一
方
で
、
１
５
０
０

万
円
以
上
は
横
ば
い
と
、
所
得

格
差
が
広
が
っ
て
い
ま
す
。

　

固
定
資
産
税
は
21
億
円（
１
・

８
％
）
増
の
１
１
８
１
億
円
。

前
年
度
に
続
き
交
付
団
体
で
す

歳
入
歳
出
で
み
る

歳
入
歳
出
で
み
る

予
算
案
の
主
な
特
徴

予
算
案
の
主
な
特
徴

歳
入
は
過
去
最
大
な
の
に

市
民
要
求
抑
制
予
算

日
本
共
産
党
市
議
会
議
員
団
団
長　

市
古 

映
美

　

川
崎
市
の
新
年
度
予
算
は

規
模
も
歳
入
も
２
年
連
続
過

去
最
高
で
あ
り
、
市
税
収
入

は
初
め
て
３
千
億
円
を
超

え
、
３
年
連
続
過
去
最
大
と

な
り
ま
し
た
。

　

福
田
市
長
３
年
目
の
予
算

の
特
徴
の
第
１
は
、
歳
入
も

個
人
市
民
税
も
過
去
最
大
に

も
か
か
わ
ら
ず
、
市
民
要
求

は
抑
制
さ
れ
て
い
る
こ
と
で

す
。
小
児
医
療
費
助
成
制
度

は
こ
の
４
月
か
ら
小
学
３
年

生
ま
で
拡
充
さ
れ
ま
す
が
、

所
得
制
限
は
そ
の
ま
ま
。
２

０
１
７
年
度
に
は
小
学
６
年

生
ま
で
拡
充
し
ま
す
が
、
所

得
制
限
は
そ
の
ま
ま
で
一
部

負
担
金
を
導
入
す
る
と
し
て

お
り
、
市
長
の
公
約
に
反
す

る
も
の
で
す
。
教
育
で
は
、

い
・
支
え
合
い
の
地
域
づ
く

り
を
す
す
め
る
と
い
う
内
容

で
す
が
、
ど
の
よ
う
な
受
け

皿
を
つ
く
る
の
か
、
全
体
像

す
ら
見
え
て
い
ま
せ
ん
。
特

養
ホ
ー
ム
の
整
備
も
新
年
度

開
所
は
わ
ず
か
２
ヵ
所
。
障

も
の
の
、
も
の
づ
く
り
中
小

企
業
へ
の
支
援
、
疲
弊
し
続

け
て
い
る
商
店
街
へ
の
具
体

的
な
支
援
策
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

第
２
の
特
徴
と
し
て
、
大

規
模
開
発
予
算
が
突
出
し
て

い
る
こ
と
で
す
。
臨
海
部
国

際
戦
略
本
部
が
立
ち
上
が

り
、
総
事
業
費
３
０
０
億
円

の
羽
田
連
絡
道
路
、
５
４
０

億
円
の
臨
港
道
路
東
扇
島
水

江
町
線
、
２
４
０
億
円
の
東

扇
島
堀
込
部
等
の
埋
め
立
て

な
ど
不
要
不
急
の
大
規
模
事

業
を
推
進
し
て
い
ま
す
。

　

財
政
力
が
堅
調
な
２
０
１

６
年
予
算
を
市
民
要
求
実
現

の
た
め
に
使
う
よ
う
求
め
て

い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

少
人
数
学
級
の
拡
充
に
は
目

を
向
け
ず
、
市
長
は
習
熟
度

別
指
導
を
推
進
す
る
と
し
て

い
ま
す
。
新
し
く
始
ま
る
地

域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
は
、

高
齢
者
・
子
ど
も
・
障
が
い

者
を
一
緒
に
し
て
助
け
合

が
い
者
施
策
も
不
十
分
で

す
。
中
小
企
業
の
支
援
に
つ

い
て
は
「
中
小
企
業
振
興
条

例
」
が
制
定
さ
れ
、
具
体
化

に
期
待
が
集
ま
り
ま
す
が
、

予
算
案
を
み
る
と
建
設
業
者

の
入
札
制
度
の
改
善
は
あ
る

が
、
地
方
交
付
税
は
１
億
２
７

９
８
万
円
（
17
・
１
％
）
減
の

６
億
２
１
５
９
万
円
。

　

減
債
基
金
か
ら
92
億
円
借
り

入
れ
た
こ
と
を
〝
財
政
が
厳
し

い
〞
理
由
に
し
て
い
ま
す
が
、

一
方
で
新
年
度
４
９
３
億
円
も

積
立
て
を
行
な
っ
て
い
ま
す
。

　

市
債
発
行
額
は
５
９
２
億
円

（
前
年
度
当
初
比
14
・
７
％
増
）。

京
急
大
師
線
連
続
立
体
交
差
事

業
に
よ
る
増
な
ど
で
す
。
市
債

残
高
は
一
般
会
計
で
８
６
４
３

億
円
（
見
込
み
、
減
債
基
金
積

立
分
を
控
除
）、
市
民
一
人
当

た
り
の〝
借
金
〞は
約
59
万
円
。

　

法
人
市
民
税
は
企
業
の
収
益

改
善
に
よ
り
増
収
と
な
る
は
ず

が
、
地
方
法
人
税
（
国
税
）
の

創
設
に
伴
う
法
人
市
民
税
の
税

率
引
き
下
げ
に
よ
り
８
億
円

減
、
前
年
度
比
３
・
６
％
減
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　

し
か
し
、
法
人
が
応
分
の
負

担
を
す
れ
ば
も
っ
と
税
収
が
増

え
る
は
ず
で
す
が
、
こ
の
程
度

に
と
ど
ま
っ
て
い
る
原
因
の
一

つ
に
大
企
業
優
遇
税
制
が
あ
り

ま
す
。
ゆ
き
す
ぎ
た
大
企
業
優

遇
税
制
で
、
市
内
の
資
本
金
10

２
面
へ
つ
づ
く

港湾・臨海部開発に前のめり港湾・臨海部開発に前のめり
歳入増でも市民要求実現には後ろ向き歳入増でも市民要求実現には後ろ向き

歳
入
増
の
主
要
因
は
個
人
市
民
税

歳
入
増
の
主
要
因
は
個
人
市
民
税

増
収
な
の
に
、願
い
に
応
え
ず

増
収
な
の
に
、願
い
に
応
え
ず

市
民
に〝
自
助
・
互
助
〞押
し
つ
け

市
民
に〝
自
助
・
互
助
〞押
し
つ
け

2016年度
川崎市予算案
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億
円
以
上
の
大
企
業
は
昨
年
よ

り
も
１
０
４
社
増
え
２
０
８
８

社
と
な
っ
て
い
ま
す
が
、
そ
の

う
ち
税
割
額
を
納
入
し
て
い
る

の
は
６
９
０
社
し
か
な
く
、
１

３
９
８
社
は
均
等
分
（
利
益
に

関
係
な
く
か
か
る
税
金
）
し
か

納
入
し
て
い
ま
せ
ん
。
こ
こ
に

抜
本
的
な
メ
ス
を
入
れ
、
巨
額

な
内
部
留
保
を
た
め
込
ん
で
い

る
大
企
業
に
内
部
留
保
と
利
益

を
社
会
に
還
元
さ
せ
る
こ
と
が

急
務
で
す
。歳　

出

　

一
般
会
計
の
歳
出
予
算
案

《
表
２
》
で
は
、
前
年
度
比
較

で
増
え
て
い
る
の
は
、
市
民
文

化
費
の
約
17
億
円
（
28
・
１
％
）

増
、
港
湾
費
の
約
22
億
円

（
22
・
０
％
）
増
、
建
設
緑
政

費
の
72
億
円
（
26
・
９
％
）
増
、

ま
ち
づ
く
り
費
の
15
億
円（
５
・

９
％
）
増
、
こ
ど
も
未
来
費
の

40
億
円
（
４
・
４
％
）
増
で
す
。

臨
海
部
国
際
戦
略
本
部
が
新
設

さ
れ
、
い
く
つ
も
の
新
規
事
業

の
頭
出
し
が
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

市
民
文
化
費
の
増
は
総
合
自

治
会
館
移
転
に
向
け
た
整
備
費

用
な
ど
。

　

港
湾
費
の
増
は
〝
船
の
来
な

い
港
〞
コ
ン
テ
ナ
タ
ー
ミ
ナ
ル

へ
船
を
呼
び
込
む
た
め
の
補
助

金
を
出
す
予
算
の
拡
充
や
、
大

型
船
舶
の
２
隻
同
時
着
岸
を
可

能
と
す
る
た
め
の
１
号
岸
壁
の

延
伸
な
ど
の
ほ
か
、
５
４
０
億

円
も
か
か
る
臨
港
道
路
東
扇
島

水
江
町
線
整
備
の
工
事
費
が
約

50
億
円
、
東
扇
島
堀
込
部
等
の

埋
立
土
地
造
成
約
２
億
４
千
万

円
等
に
よ
る
も
の
で
す
。

　

建
設
緑
政
費
の
増
は
五
反
田

川
放
水
路
の
整
備
や
等
々
力
緑

地
の
再
編
整
備
な
ど
に
よ
る
も

の
。
ま
ち
づ
く
り
費
の
増
は
市

営
住
宅
の
建
替
え
な
ど
に
よ
る

も
の
で
す
。

　

こ
ど
も
未
来
費
の
増
は
、
保

育
所
受
入
枠
の
拡
大
に
よ
る
民

間
保
育
所
運
営
費
の
増
な
ど
。

１
面
か
ら
の
つ
づ
き

表４　2016(平成28)年度市税の内訳 （単位：百万円）

2016年度 前年との比較
予算額 構成比（％） 増△減額 率(％）

市 民 税 139,535 46.3 2,422 1.8
個 人 119,799 39.7 3,155 2.7
法 人 19,736 6.6 △ 733 △ 3.6

固 定 資 産 税 118,108 39.2 2,096 1.8
軽 自 動 車 税 768 0.3 185 31.7
市 た ば こ 税 9,429 3.1 △ 113 △ 1.2
特別土地保有税 0.002 0.0 － －
入 湯 税 0.6 0.0 0.02 3.8
事 業 所 税 8,836 2.9 136 1.6
都 市 計 画 税 24,869 8.2 546 2.2
市 税 合 計 301,546 100 5,271 1.8
＊百万円以下の処理の関係上、合計額は誤差があります。

表２　2016(平成28)年度一般会計歳出予算案 （単位：百万円）
2016年度 前年との比較

予算額 構成比(％) 増減額 率(％)
議 会 費 1,713 0.3 △ 35 △ 2.0
総 務 費 47,346 7.4 △ 1,982 △ 4.0
市 民 文 化 費 7,709 1.2 1,693 28.1
こ ど も 未 来 費 95,396 14.9 4,018 4.4
健 康 福 祉 費 139,735 21.9 2,132 1.5
環 境 費 19,144 3.0 △ 3,717 △ 16.3
経 済 労 働 費 32,073 5.0 454 1.4
建 設 緑 政 費 33,785 5.3 7,168 26.9
港 湾 費 12,223 1.9 2,207 22.0
ま ち づ く り 費 27,516 4.3 1,543 5.9
区 役 所 費 13,631 2.1 △ 1,365 △ 9.1
消 防 費 17,152 2.7 △ 1,940 △ 10.2
教 育 費 49,399 7.7 6,426 15.0
公 債 費 73,561 11.5 △ 259 △ 0.4
諸 支 出 金 68,096 10.7 3,767 5.9
予 備 費 500 0.1 － －
歳 出 合 計 638,982 100 20,110 3.2

表３　2016(平成28)年度各会計予算案 （単位：百万円）

会　　計　　別 2016年度
予算額

前年との比較
増減額 率(％)

一 般 会 計 638,982 20,110 3.2

特　
　

別　
　

会　
　

計

競 輪 事 業 会 計 22,911 1,820 8.6
卸 売 市 場 事 業 会 計 2,181 △ 2,623 △ 54.6
国民健康保険事業会計 150,921 △ 65 △ 0.0
母子寡婦福祉資金貸付事業会計 610 28 4.7
後期高齢者医療事業会計 15,094 1,881 14.2
公害健康被害補償事業会計 92 △ 47 △ 34.0
介 護 保 険 事 業 会 計 87,480 6,155 7.6
港 湾 整 備 事 業 会 計 3,184 338 11.9
勤労者福祉共済事業会計 108 2 1.5
墓 地 整 備 事 業 会 計 322 △ 91 △ 22.0
生田緑地ゴルフ場事業会計 394 △ 77 △ 16.4
公共用地先行取得等事業会計 9,273 5,404 139.7
公 債 管 理 会 計 230,112 10,450 4.8

特 別 会 計 合 計 522,681 23,174 4.6

公
営
企
業
会
計

病 院 事 業 会 計 40,092 1,052 2.7
下 水 道 事 業 会 計 116,908 8,247 7.6
水 道 事 業 会 計 48,075 △ 2,132 △ 4.2
工業用水道事業会計 10,374 △ 1,216 △ 10.5
自動車運送事業会計 10,915 9 0.1

企 業 会 計 合 計 226,363 5,960 2.7
全 会 計 歳 出 予 算 合 計 1,388,026 49,243 3.7

表１　2016(平成28)年度一般会計歳入予算案 （単位：百万円）
2016年度 前年との比較

予算額 構成比(％) 増△減額 率(％)
市 税 301,546 47.2 5,271 1.8
地 方 譲 与 税 3,270 0.5 △ 79 △ 2.3
利 子 割 交 付 金 157 0.0 △ 309 △ 66.2
配 当 割 り 交 付 金 2,726 0.4 325 13.5
株式等譲渡所得割交付金 718 0.1 19 2.7
地方消費税交付金 23,245 3.6 △ 1,289 △ 5.3
ゴルフ場利用税交付金 37 0.0 △ 0.2 △ 0.5
自動車取得交付金 1,037 0.2 383 58.7
軽油取引税交付金 3,878 0.6 △ 158 △ 3.9
地 方 特 例 交 付 金 1,032 0.2 △ 22 △ 2.0
地 方 交 付 税 622 0.1 △ 128 △ 17.1
交通安全対策特別交付金 409 0.1 △ 30 △ 6.9
分担金及び負担金 10,589 1.6 1,246 13.3
使用料及び手数料 17,300 2.7 △ 226 △ 1.3
国 庫 支 出 金 109,697 17.2 4,779 4.6
県 支 出 金 23,533 3.7 139 0.6
財 産 収 入 5,135 0.8 514 11.1
寄 附 金 377 0.1 △ 4 △ 1.2
繰 入 金 34,876 5.4 5,374 18.2
繰 越 金 100 0.0 － －
諸 収 入 39,493 6.2 △ 3,305 △ 7.7
市 債 59,206 9.3 7,609 14.7
歳 入 合 計 638,982 100 20,110 3.2

土
地
購
入
で
39
億
円
増

　

経
済
労
働
費
の
16
年
度
予
算

案
は
総
額
３
２
０
億
７
千
万
円

で
前
年
度
よ
り
４
億
５
千
万
円

増
額
し
て
い
ま
す
。「
新
川
崎
・

創
造
の
も
り
第
３
期
計
画
推
進

事
業
」
で
産
学
交
流
・
研
究
開

発
施
設
整
備
事
業
費
が
39
億
６

千
万
円
増
額
（
土
地
の
購
入

費
）、
小
杉
２
丁
目
地
区
コ
ン

ベ
ン
シ
ョ
ン
施
設
整
備
推
進
事

業
費
で
２
億
４
千
万
円
を
増
額

す
る
一
方
、
制
度
融
資
の
預
託

補
助
す
る
「
中
小
企
業
団
体
等

共
同
施
設
補
助
事
業
」
は
前
年

度
比
56
％
に
減
少
し
て
い
ま

す
。
商
店
街
街
路
灯
の
Ｌ
Ｅ
Ｄ

化
や
防
犯
カ
メ
ラ
の
設
置
な
ど

に
活
用
し
て
い
た
国
の
「
ま
ち

づ
く
り
交
付
金
」
が
な
く
な
る

た
め
で
す
。

　
「
条
例
」
を
制
定
し
た
行
政

と
し
て
、
事
業
所
数
の
99
・
２

％
を
占
め
る
中
小
企
業
者
数
に

ふ
さ
わ
し
い
予
算
の
裏
付
け
を

伴
っ
た
振
興
策
へ
の
思
い
切
っ

た
転
換
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

切
れ
目
な
い
工
事
発
注

　

事
業
者
の
経
営
安
定
化
、
公

共
事
業
の
品
質
確
保
の
観
点
か

ら
、
年
間
を
通
し
て
切
れ
目
の

な
い
公
共
工
事
を
展
開
す
る
た

め
に
、
工
期
が
比
較
的
短
い
工

事
で
も
「
債
務
負
担
行
為
」
を

弾
力
的
に
活
用
し
、
年
度
当
初

に
着
工
で
き
る
工
事
を
増
や
し

ま
す
。
具
体
的
に
は
17
年
度
実

施
予
定
の
公
共
工
事
の
一
部
を

16
年
度
中
に
契
約
し
、
４
月
着

工
が
可
能
と
な
る
よ
う
に
し
ま

す
。
約
10
件
（
総
額
約
１
億
円
）

が
想
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

災
害
実
働
実
績
で

０
・
５
点
を
加
点

　

市
と
の
防
災
協
定
に
基
づ
い

た
災
害
対
応
の
「
実
働
実
績
」

や
、
そ
の
他
災
害
・
突
発
事
故

に
よ
る
緊
急
対
応
工
事
の
「
実

績
」
を
総
合
評
価
入
札
の
加
点

対
象
と
し
、
市
内
事
業
者
の
地

域
貢
献
を
評
価
す
る
取
り
組
み

「
ア
シ
ス
ト
か
わ
さ
き
」
を
４

月
か
ら
始
め
ま
す
。
下
水
管
き

ょ
工
事
、
舗
装
工
事
、
水
道
施

設
工
事
で
実
施
さ
れ
ま
す
。

市
独
自
で
正
規
雇
用

を
増
や
す
施
策
を

　

市
内
で
非
正
規
雇
用
が
増
え

て
い
る
な
か
、
正
規
雇
用
を
増

や
す
施
策
は
待
っ
た
な
し
で

す
。
し
か
し
、
就
業
支
援
事
業

費
の
就
業
マ
ッ
チ
ン
グ
事
業
費

は
５
１
８
０
万
円
余
で
、
６
０

０
万
円
削
減
。
こ
れ
は
就
職
の

相
談
、
紹
介
を
無
料
で
行
な
っ

て
い
る
キ
ャ
リ
ア
サ
ポ
ー
ト
セ

ン
タ
ー
の
求
人
開
拓
員
の
人
件

費
の
削
減
で
す
。
ま
た
、
要
望

し
て
き
た
、定
時
制
高
校
に「
居

場
所
づ
く
り
」
を
す
る
支
援
員

を
配
置
し
、
生
徒
の
進
学
や
就

職
に
む
け
た
支
援
を
行
な
う

「
定
時
制
生
徒
自
立
支
援
事
業
」

に
市
独
自
の
予
算
が
付
き
ま
し

た
。
就
労
支
援
の
た
め
に
は
、

各
校
に
継
続
的
に
支
援
員
を
配

置
す
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

住
み
続
け
ら
れ
る
ま
ち
、

と
い
い
な
が
ら
高
齢
者

施
策
の
き
な
み
削
除

　

高
齢
者
福
祉
の
施
策
は
、
生

活
支
援
型
食
事
サ
ー
ビ
ス
事
業

な
ど
で
５
４
０
万
円
減
。
ふ
れ

あ
い
型
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
事
業
費

も
28
・
５
万
円
減
、
要
介
護
者

生
活
支
援
ヘ
ル
パ
ー
派
遣
事
業

費
も
３
６
４
万
３
千
円
減
。
高

齢
者
外
出
支
援
事
業
費
も
２
２

４
・
５
万
円
減
。
高
齢
者
に
と

っ
て
命
綱
と
も
い
う
べ
き
緊
急

通
報
シ
ス
テ
ム
事
業
費
も
５
４

５
・
７
万
円
減
額
。
使
い
に
く

い
制
度
に
し
た
結
果
、
利
用
控

え
が
起
こ
り
、
そ
の
〝
実
績
〞

を
も
と
に
制
度
を
縮
小
し
、
減

額
。
高
齢
者
施
策
の
多
く
が
こ

う
し
た
理
由
か
ら
減
額
さ
れ
ま

し
た
。

　

障
が
い
者
分
野
で
は
、
障
が

い
者
バ
ス
乗
車
券
交
付
事
業
が

制
度
改
悪
に
よ
り
６
２
０
万
円

減
額
。
地
域
療
育
セ
ン
タ
ー
運

営
事
業
費
約
４
５
５
万
円
減
、

障
が
い
者
社
会
参
加
総
合
推
進

事
業
費
も
９
４
５
万
円
減
額
。

　

経
済
労
働
費
で
は
、
ア
ベ
ノ

ミ
ク
ス
で
潤
う
の
は
大
企
業
だ

け
で
中
小
企
業
の
経
営
状
況
が

依
然
厳
し
い
な
か
で
、新
年
度
、

中
小
企
業
支
援
の
関
連
予
算
は

融
資
や
先
端
産
業
、
拠
点
開
発

事
業
関
連
を
除
け
ば
、
商
業
・

工
業
・
農
業
予
算
を
入
れ
て
も

わ
ず
か
28
億
円
弱
。
一
般
会
計

に
占
め
る
割
合
は
０
・
44
％
に

す
ぎ
ま
せ
ん
。

　

雇
用
環
境
を
充
実
さ
せ
る
こ

と
が
緊
急
の
課
題
と
な
っ
て
い

ま
す
が
、
雇
用
創
出
に
か
か
わ

る
予
算
は
減
額
さ
れ
ま
し
た
。

　

過
去
最
大
の
市
税
収
入
で
あ

り
な
が
ら
、
依
然
と
し
て
財
政

の
厳
し
さ
を
強
調
し
、
そ
の
一

方
で
、
大
規
模
事
業
へ
の
予
算

を
確
保
し
た
の
が
、
福
田
市
長

３
年
目
の
予
算
の
特
徴
で
す
。

　

自
治
体
の
仕
事
は
「
住
民
の

福
祉
増
進
」（
地
方
自
治
法
）

に
あ
り
ま
す
。

　

市
長
は
、施
政
方
針
の
中
で
、

子
ど
も
た
ち
の
笑
顔
が
あ
ふ

れ
、
誰
も
が
幸
せ
を
感
じ
ら
れ

る
ま
ち
と
な
る
よ
う
、「
成
長

と
成
熟
の
調
和
に
よ
る
持
続
可

能
な
最
幸
の
ま
ち
」
の
実
現
に

向
け
た
予
算
編
成
を
し
た
と
誇

り
ま
し
た
。そ
う
で
あ
る
な
ら
、

市
民
の
く
ら
し
・
福
祉
を
充
実

し
、
中
小
業
者
・
地
域
経
済
の

活
性
化
支
援
に
軸
足
を
置
い
た

予
算
・
市
政
運
営
に
転
換
す
る

こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

金
が
32
億
６
千
万
円
減
額
し
、

前
年
度
経
済
労
働
費
と
さ
れ
て

い
た
「
ナ
ノ
医
療
イ
ノ
ベ
ー
シ

ョ
ン
セ
ン
タ
ー
」
関
連
事
業
費

（
15
年
度
４
億
２
千
万
円
）
が

総
務
費
に
移
行
し
た
た
め
で
す
。

先
端
産
業
・
拠
点
開
発

関
連
費
が
６
割
超

　

金
融
対
策
を
除
く
経
済
振
興

対
策
の
予
算
（
消
費
生
活
対
策

費
、
雇
用
対
策
費
を
除
く
経
済

労
働
費
）
は
72
億
６
千
万
円
で

す
が
、
先
端
産
業
と
都
市
拠
点

開
発
・
形
成
に
関
連
す
る
費
用

44
億
８
千
万
円
を
除
く
と
わ
ず

か
27
億
８
千
万
円
で
す
。
前
年

度
比
増
の
98
％
は
そ
の
関
連
費

が
占
め
て
い
ま
す
。（
表
５
参

照
）

　

制
度
融
資
の
預
託
金
の
縮
小

は
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
対
応
で

増
や
し
て
き
た
金
額
を
そ
れ
以

前
の
水
準
に
戻
し
つ
つ
あ
る
過

程
と
市
は
説
明
し
て
い
ま
す
。

　

創
業
支
援
資
金
の
信
用
保
証

先
端
産
業
偏
重
の
ま
ま

「
条
例
」
制
定
い
か
さ
れ
ず

料
25
％
補
助
を
始
め
ま
す
。

「
条
例
」
制
定
の
反
映
は
…

　
「
中
小
企
業
活
性
化
条
例
」

が
16
年
４
月
か
ら
施
行
さ
れ
ま

す
が
、
こ
れ
に
関
わ
り
起
業
家

総
合
支
援
事
業
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ

ィ
ビ
ジ
ネ
ス
振
興
事
業
費
、
知

的
財
産
戦
略
支
援
費
、
商
店
街

ソ
フ
ト
事
業
支
援
事
業
、
も
の

づ
く
り
中
小
企
業
経
営
革
新
支

援
事
業
費
、
な
ど
が
増
額
さ
れ

て
い
ま
す
。
し
か
し
Ｂ
ｕ
ｙ
か

わ
さ
き
推
進
事
業
費
、
商
業
バ

リ
ュ
ー
ア
ッ
プ
事
業
費
、
販
路

開
拓
事
業
費
、
テ
ク
ノ
ト
ラ
ン

ス
フ
ァ
ー
事
業
費
、
環
境
産
業

振
興
事
業
費
、
か
わ
さ
き
福
祉

産
業
振
興
ビ
ジ
ョ
ン
推
進
事
業

費
、
建
設
業
振
興
事
業
費
な
ど

は「
事
業
の
効
率
化
」「
見
直
し
」

を
理
由
に
減
額
さ
れ
て
い
ま

す
。
ま
た
増
額
さ
れ
た
と
は
い

え
、
中
小
企
業
の
「
安
定
し
た

経
営
の
継
続
」
の
た
め
の
補
助

金
は
８
社
程
度
分
し
か
予
算
化

さ
れ
て
い
ま
せ
ん
。

　

中
小
企
業
と
商
店
街
団
体
等

を
対
象
と
す
る
補
助
金
は
９
４

０
０
万
円
で
、
前
年
度
よ
り
３

千
万
円
も
減
額
し
て
い
ま
す
。

（
表
６
）

　

商
店
街
や
中
小
企
業
団
体
が

設
置
す
る
共
同
施
設
に
対
し
て

国際コンテナ戦略港湾、
臨海部など不要不急の
大規模事業に巨費

表 5　中小企業者支援の予算と先端産業・拠点開発関連の予算（2016年度予算額　単位千円）
項 目 予算額 前年比増減 主な増減／備考

経済労働費
（消費生活
対策費、金
融対策費、
雇用対策費
を除く（A）

産業経済費 産業経済総務費 1,318,595 229,735 コンベンション施設整備推進事業費の増　238,048

商工業費
商業振興費 469,512 －50,008 中小企業団体等共同施設補助金の減　31,397
工業振興費 340,153 194,179 先端産業立地促進事業費の増　208,451
計量検査費 13,975 0

中小企業支援費 中小企業支援費 4,461,950 3,868,261 新川崎・創造のもり第 3期計画推進事業費の増

農業費
農林業振興費、畜水産
業費、農地整備費、農
業技術支援費

235,882 30,252 農業担い手育成推進事業の増 4,370、直売団体育成支援対策事業費の減 8,857
労政費 雇用労働福祉費 416,362 7,730 地域中小企業人材確保・若者就業支援事業費の増
合計 7,256,429 4,280,149 消費生活対策費、金融対策費、雇用対策費を除く

経済労働費
の中の先端
産業・拠点
開発関連予
算（B）

商工業費 商業振興費 20,746 614 商業ネットワーク事業（川崎駅周辺のブランド化）
商工業費 商業振興費 202,350 －7,723 まちづくり連動事業費（地下街公道負担金、他）
商工業費 工業振興費 3,738 －238 臨海部産業再生支援事業費（スマートコンビナート）
商工業費 工業振興費 216,769 208,451 先端産業立地促進事業費（イノベート川崎）
中小企業支援費 中小企業支援費 60,531 21,914 かわさき新産業創造センター費
中小企業支援費 中小企業支援費 3,970,964 3,952,978 新川崎創造のもり第 3期計画推進事業費
合計 4,475,098 4,175,996

先端・拠点開発関連を除く経済労働費
（A-B）

2,781,331 104,153

中小企業支援費 金融対策費 24,667,135 －3,274,305 間接融資事業費の減  3,256,000
（注意）前年比増減は2015年度の「ナノ医療イノベーションセンター運営支援事業費」と「産学共同研究開発促進事業費」は除く

表 6　中小企業・商店街団体等を対象とする補助金一覧（2016年度予算額　単位千円）
補助金名称 2016年度予算額 前年比増減 交付先

魅力あふれる個店創出支援事業
補助金 900　 －100 商店街、商業者グループ、商店街団体

中小企業団体等共同施設補助金 40,000　 －31,397 協同組合、法人、商店街振興組合または任意の商店街団体等

商店街ソフト事業支援補助金 14,330　 0 商店街団体、商店街団体の連合会、商業者グループ
ものづくり中小企業販路開拓支
援補助金 0　 600 市内中小製造業者

新技術・地域資源開発事業補助金 10,000　 0 かわさき産業デザインコンペ協賛企業等
川崎市新技術・新製品開発等支援事
業補助金 6,000　 0 市内中小製造業者

川崎市産学共同研究開発プロジェク
ト補助金 9,000　 3,000 市内中小企業等

がんばる中小企業応援補助金 3,800　 3,800 市内中小企業及び中小企業団体
福祉製品開発支援補助金 5,500　 100 市内中小企業等

福祉製品導入促進補助金 2,500　 1,100 かわさき基準認証福祉製品等を購入する事業者等
ナノ・マイクロ産学共同研究開発補
助金 0 　 －10,000 市内中小企業等

ナノ・マイクロ機器利用促進補助金 2,000　 2,000 市内中小企業及び中小企業団体
合計 94,030　 －30,897

2016（年度）15

図２

834

2004 05 06 07 08 09 10 11 1312 14

747 802
708

970 939 944
857 801

736

912 876
983

9085 9150 9145 9188
9406 9303

9648 9700
9902 10006

10246
10483
（見込額）

10613
（見込額）

8677 8751 8662 8577 8400 8385 8531 8515 8507 8483

8568 8636 8643

決算
見込

当初
予算

（ ）当初
予算
（ ）当初

予算

592507642
536552578727610

674
520559521675

241122922197208520332069226023231964
1598152515291512

372400308283266284264273283298518417399

3015300129662890285328712820285229382897270326282548

639062006113
579457035801

607160575859

53135305
50955134

市債発行残高
（一般会計）

市債残高
（減債基金積立金を控除）

普通建設事業費

※川崎市の決算カードと予算案より作成
※「地方税」は、市民税・固定資産税・都市計画税等の合計額。「交付金等」
は地方譲与税・地方消費税交付金・特別地方消費税交付金、軽油・自動車交付
金、地方交付税等の合計額。「その他歳入」は分担金負担金、使用料・手数料・
国庫支出金・県支出金・財産収入・繰越金・諸収入等の合計額。
※2015年度は決算見込み、2016年度は当初予算

2015 16 17 18 19 20 21 22 23 2030年度24 25 26 27 28 29

取崩額積立額
19611848

2179 2273 2261 2238
2356

2546
2742 2865

3040 2909 2956 2918 2870 2827

534529
492481

513
475

419
466

601
471

304
478

361
484

281
477

277
467

341
458

479
457

463
452

352
446

209
427

308
421

241
410

3040

図３　減債基金残高等推計（一般会計分）　　　（単位：億円）
2015年11月　市財政局作成

　

新
年
度
予
算
で
は
港
湾
局
の

一
般
会
計
１
２
２
億
２
３
１
８

万
円
（
前
年
比
22
％
増
）、
港

湾
整
備
事
業
特
別
会
計
31
億
８

３
６
２
万
円
（
前
年
比
12
％

増
）、
合
計
１
５
４
億
余
円
の

伸
び
率
が
突
出
し
て
い
ま
す
。

コ
ン
テ
ナ
補
助
急
増

　

新
規
荷
主
の
獲
得
、
航
路
の

維
持
拡
大
を
目
的
と
す
る
川
崎

港
利
用
促
進
コ
ン
テ
ナ
貨
物
補

助
制
度
は
、
荷
主
・
船
会
社
に

１
Ｆ
Ｅ
Ｕ
＝
40
フ
ィ
ー
ト
コ
ン

テ
ナ
あ
た
り
５
千
円
補
助
。
１

億
７
９
３
６
万
円
は
導
入
時
２

０
１
１
年
度
２
千
万
円
か
ら
約

９
倍
に
。
２
０
１
４
年
度
コ
ン

テ
ナ
取
扱
量
７
万
４
７
０
５
Ｔ

Ｅ
Ｕ
に
対
し
、
コ
ン
テ
ナ
補
助

制
度
の
対
象
取
扱
量
は
２
万
76

Ｆ
Ｅ
Ｕ（
約
４
万
Ｔ
Ｅ
Ｕ
）で
、

う
ち
継
続
事
業
補
助
が
67
％

も
。
新
年
度
の
補
助
対
象
取
扱

量
の
見
込
み
は
３
万
４
千
Ｆ
Ｅ

Ｕ
（
６
万
８
千
Ｔ
Ｅ
Ｕ
）。

コ
ン
テ
ナ
ヤ
ー
ド
整

備
、
１
号
岸
壁
延
伸

　

川
崎
港
コ
ン
テ
ナ
タ
ー
ミ
ナ

ル
は
コ
ン
テ
ナ
取
扱
能
力
の
６

割
程
度
し
か
稼
動
し
て
い
な
い

の
に
、「
増
加
す
る
コ
ン
テ
ナ

貨
物
の
蔵
置
場
所
の
確
保
の
た

め
」
に
タ
ー
ミ
ナ
ル
内
ヤ
ー
ド

整
備
費
に
10
・
６
億
円
、
２
隻

同
時
着
岸
を
可
能
と
す
る
コ
ン

テ
ナ
１
号
岸
壁
の
延
伸
に
向
け

た
実
施
設
計
に
９
３
０
０
万
円
。

東
扇
島
の
堀
込
部
の

埋
立
・
土
地
造
成
へ

　
「
増
加
す
る
コ
ン
テ
ナ
貨
物

や
完
成
自
動
車
に
対
応
す
る
た

め
」
と
し
て
、
東
扇
島
の
堀
込

部
に
建
設
発
生
土
等
を
埋
立
用

材
と
し
て
受
入
れ
、
海
面
埋
立

に
よ
り
土
地
造
成
を
行
な
う
事

業
。
埋
立
面
積
約
12
・
５
ha
、

埋
立
土
量
約
１
４
０
万
㎥
、
概

算
事
業
費
約
２
４
０
億
円
、
事

業
期
間
は
16
年
度
か
ら
の
10
年

間
予
定
。
新
年
度
予
算
２
億
４

千
万
円
余
は
調
査
・
設
計
、
資

金
計
画
な
ど
を
策
定
し
ま
す
。

２
４
０
億
円
の
調
達
は

　

護
岸
整
備
や
埋
立
工
事
は
、

国
直
轄
事
業
や
補
助
事
業
な
ど

港
湾
整
備
事
業
の
対
象
と
な
ら

な
い
た
め
、
従
来
、
埋
立
に
よ

る
土
地
造
成
事
業
は
主
に
地
方

債
に
よ
り
事
業
資
金
を
調
達

し
、
造
成
地
の
分
譲
に
よ
る
売

却
収
入
等
で
地
方
債
の
償
還
を

行
な
い
ま
す
。
し
か
し
今
回
の

堀
込
部
埋
立
事
業
は
売
却
面
積

が
狭
い
た
め
売
却
益
が
少
な

く
、
基
金
か
ら
の
繰
入
や
一
般

会
計
か
ら
の
繰
入
が
必
要
と
な

っ
て
し
ま
い
ま
す
。

　

そ
こ
で
一
般
財
源
に
負
担
を

か
け
ず
に
短
期
間
で
土
地
造
成

を
完
了
さ
せ
る
新
た
な
資
金
計

画
ス
キ
ー
ム
と
し
て
「
事
業
費

に
か
か
る
費
用
を
埋
立
用
材
の

受
入
料
金
に
転
嫁
し
、
そ
の
調

達
資
金
を
も
っ
て
土
地
造
成
を

行
な
う
」
と
し
て
い
ま
す
。

臨
港
道
路
東
扇
島
水
江

町
線
整
備
に
50
億
円

　

東
扇
島
と
水
江
町
に
巨
大
な

橋
を
架
け
る
総
事
業
費
５
４
０

億
円
の
臨
港
道
路
東
扇
島
水
江

町
線
整
備
に
新
年
度
予
算
で
約

50
億
円
。
次
つ
ぎ
打
ち
出
さ
れ

て
き
た
整
備
の
理
由
は
破
た
ん

し
、
市
民
生
活
に
必
要
な
い
こ

と
が
明
確
に
な
っ
て
い
る
事
業

で
す
が
、
09
年
度
か
ら
16
年
度

ま
で
８
年
間
の
投
入
額
は
１
０

３
億
円
以
上
に
な
り
ま
す
。

臨
海
部
国
際
戦
略
本
部

　

臨
海
部
国
際
戦
略
本
部
を
立

ち
上
げ
、「
臨
海
部
の
戦
略
的

な
産
業
集
積
と
基
盤
整
備
」で
、

新
規
で
「
臨
海
部
ビ
ジ
ョ
ン
」

策
定
、
殿
町
国
際
戦
略
拠
点
整

備
（
研
究
者
や
国
内
外
か
ら
の

来
訪
者
の
利
便
性
に
配
慮
し
た

機
能
…
案
内
看
板
の
設
置
等
）。

羽
田
連
絡
道
路
の
早

期
整
備
へ
調
査
設
計

　

市
民
生
活
に
直
接
関
係
な
い

羽
田
連
絡
道
路（
３
０
０
億
円
）

の
早
期
整
備
に
向
け
た
調
査
設

計
、
連
絡
道
路
整
備
を
前
提
に

し
た
バ
ス
路
線
の
検
討
な
ど
に

延
べ
約
２
億
５
千
万
円
。

高
速
川
崎
縦
貫
道
路

整
備
推
進

　

高
速
川
崎
縦
貫
道
路
の
整
備

関
連
は
調
査
費
６
６
０
０
万

円
、
水
道
事
業
会
計
の
関
連
施

設
整
備
や
４
０
９
号
新
設
改
築

な
ど
で
３
億
６
千
万
円
余
。
国

直
轄
事
業
分
で
16
年
度
ま
で
に

か
か
る
総
事
業
費
は
６
２
９
３

億
２
２
１
８
万
円
（
市
負
担
分

６
４
３
億
８
千
万
円
）。

2016年度予算案の主な大規模事業関連予算（単位：万円）
事業名 予算額

国際コンテナ戦略港湾関連
コンテナターミナルの利用促進・活性化 一般会計 659.3
 特別会計 13億3386.6
【内訳】ポートセールス事業 一般会計 191.1
 特別会計 3425.7
　　　 川崎港利用促進コンテナ貨物補助制度 一般会計 468.2
 特別会計 1億7468.2
　　　 横浜川崎国際港湾㈱指定管理事業 特別会計 6402.2
　　　 コンテナターミナル内ヤード等整備事業 特別会計 10億6090.5
港湾施設の整備・維持管理の推進 一般会計 6億4141.9
 特別会計 3806.5
【内訳】コンテナ 1号岸壁延伸、付帯施設設計 一般会計 9305.2
　　　定期点検、更新及び補修工事 一般会計 5億4836.7
 特別会計 3806.5
臨港道路東扇島水江町線整備の推進 一般会計 48億6821.0
 特別会計 1億2738.4
東扇島堀込部の埋立整備・維持管理の推進 特別会計 2億4020.8
千鳥町施設整備事業費（債務負担行為分 3億2958.1）
（立体モータープール整備等） 特別会計 3億5165.1
臨海部の戦略的な産業集積と基盤整備
　臨海部の競争力強化 800.0
　臨海部のＰＲ推進 2739.5
　殿町国際戦略拠点の整備 1455.0
　国際戦略拠点のマネジメント推進 2394.2
　臨海部交通ネットワークの整備推進 　　415.0
　羽田空港周辺の拠点機能向上（羽田連絡道路のバス路線等） 　600.0
　浮島地区の土地利用促進 　　1500.0
　産業道路駅前地区の整備推進 2642.8
　塩浜 3丁目周辺地区の整備推進 952.6
　川崎水素戦略に基づく取組の推進 800.0
ナノ医療イノベーションの推進 3億9472.6
羽田連絡道路の整備推進（調査設計） 2億4397.8
高速川崎縦貫道路
　高速川崎縦貫道路関連調査事業費 6600.0
　水道事業会計　川崎縦貫道路関連施設整備事業 6973.3
　高速川崎縦貫道路409号新設改築 2億9520.0
先端産業立地促進事業費（イノベート川崎） 2億1676.9

合　　計 90億3679.3

今こそ不要不急の大規模開発やめ今こそ不要不急の大規模開発やめ
市民の暮らし・福祉優先の予算を市民の暮らし・福祉優先の予算を
2016年度川崎市予算案の特徴と課題2016年度川崎市予算案の特徴と課題
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増
加
テ
ン
ポ
に
新
た
な
整
備
数

が
追
い
つ
か
ず
、
入
所
不
承
諾

数
（
保
留
数
）
は
３
０
０
７
人

（
不
承
諾
率
33
％
）
と
、
初
め

て
３
千
人
を
突
破
。
申
請
者
の

３
人
に
１
人
が
入
れ
な
い
深
刻

な
状
況
で
す
。（
左
表
参
照
）

　

新
年
度
４
月
か
ら
の
認
可
保

育
園
の
新
規
開
設
・
受
入
枠
拡

大
は
23
ヵ
所
増
で
１
６
０
５
人

定
員
増
（
２
７
１
ヵ
所
：
２
万

２
３
４
０
人
↓
２
９
４
ヵ
所
：

２
万
３
９
４
５
人
へ
）。

新
年
度
中
の
整
備
は

　

17
年
度
開
設
に
向
け
、
認
可

保
育
園
25
ヵ
所
１
２
９
５
人

分
、小
規
模
保
育
事
業
（
認
可
）

５
ヵ
所
95
人
分
で
、
新
た
に
１

３
９
０
人
の
受
入
枠
拡
大
へ
整

備
を
推
進
。
し
か
し
今
年
４
月

に
１
６
０
５
人
定
員
増
で
も
３

千
人
以
上
の
不
承
諾
が
出
た
こ

と
か
ら
、
新
年
度
中
の
新
た
な

整
備
数
が
１
３
９
０
人
程
度
で

は
次
年
度
４
月
に
も
膨
大
な
不

承
諾
数
が
出
る
見
込
み
。

認可保育園４月入所希望に対する不承諾数・率の推移
入所申請
児童数

入　所
内定数

入　所
不承諾数 不承諾率

2007年 5,340人 3,447人 1,893人 35.4％
2008年 5,295人 3,241人 2,054人 38.8％
2009年 5,953人 3,629人 2,324人 39.0％
2010年 6,367人 3,854人 2,513人 39.5％
2011年 6,577人 4,051人 2,526人 38.4％
2012年 7,232人 4,533人 2,699人 37.3％
2013年 7,383人 4,723人 2,660人 36.0％
2014年 7,806人 5,044人 2,762人 35.4％
2015年 8,565人 5,829人 2,736人 31.9％
2016年 9,118人 6,111人 3,007人 33.0％
＊不承諾率＝不承諾数／申請児童数（2015 年から入
所保留数、保留率） 各年２月発表

認
可
保
育
園
の
入
所
不
承
諾

初
め
て
３
千
人
超
え
整
備
テ
ン
ポ

追
い
つ
か
ず

保
育
士
宿
舎
借
上

支
援
事
業
費
補
助
金

　

保
育
士
の
就
業
継
続
及
び
離

職
防
止
を
目
的
に
、
法
人
が
保

育
士
の
宿
舎
を
借
り
上
げ
る
た

め
の
費
用
の
一
部
を
補
助
し
ま

す
。
１
戸
あ
た
り
月
額
８
万
２

千
円
の
３
／
４
（
６
万
１
５
０

０
円
）
上
限
で
３
０
０
人
分
。

新
規
で
２
億
２
１
４
０
万
円
。

財
源
は
国
が
１
／
２
補
助
、
市

と
事
業
者
が
１
／
４
負
担
。

小
児
医
療
費
助
成
は

小
学
３
年
生
ま
で

　

小
児
医
療
費
助
成
制
度
の
通

院
対
象
年
齢
は
現
行
小
学
２
年

生
か
ら
新
年
度
は
小
学
３
年
生

に
拡
大
で
新
た
な
助
成
対
象
者

増
加
数
は
９
１
０
６
人
。
所
得

制
限
を
撤
廃
し
た
場
合
の
０
歳

〜
小
学
３
年
生
ま
で
の
助
成
対

象
者
数
は
12
万
６
５
７
１
人
に

対
し
、
現
行
制
度
の
ま
ま
で
新

年
度
の
助
成
対
象
者
数
は
10
万

９
８
３
０
人
、
所
得
制
限
の
壁

で
延
べ
１
万
６
７
４
１
人

（
13
・
２
％
）
が
助
成
を
受
け

ら
れ
ま
せ
ん
。
小
学
３
年
生
ま

で
の
助
成
で
所
得
制
限
を
撤
廃

す
る
に
は
、
あ
と
５
億
６
５
４

２
万
円
と
の
試
算
。
市
は
17
年

度
か
ら
小
学
６
年
生
に
拡
大
す

る
方
向
で
す
が
、
同
時
に
通
院

１
回
上
限
５
０
０
円
の
一
部
負

担
金
の
徴
収
を
検
討
。
小
１
か

ら
小
６
ま
で
合
計
３
億
９
１
２

０
万
円
（
見
込
み
）
の
医
療
費

自
己
負
担
に
。

Ｄ
Ｖ
相
談
支
援
セ
ン

タ
ー
開
設

　

女
性
保
護
事
業
の
推
進
（
４

８
５
７
万
円
）
で
、
そ
の
う
ち

新
規
で
新
年
度
か
ら
「
Ｄ
Ｖ
相

談
支
援
セ
ン
タ
ー
」を
開
設（
場

所
は
明
ら
か
に
し
な
い
）、
配

偶
者
暴
力
被
害
に
関
わ
る
総
合

相
談
窓
口
を
設
置
し
ま
す
。
非

常
勤
の
相
談
員
２
人
の
人
件
費

な
ど
運
営
費
７
８
９
万
円
。

度
等
の
維
持
・
改
善
の
成
果
を

あ
げ
た
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
所

に
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を
付
与
す

る
―
か
わ
さ
き
健
幸
福
寿
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
」を
開
始
し
ま
す
が
、

介
護
施
設
か
ら
の
無
理
な
追
い

出
し
や
「
卒
業
」
に
つ
な
が
ら

な
い
か
注
視
が
必
要
で
す
。

地
域
包
括

ケ
ア
シ
ス
テ
ム
始
動

　

16
年
４
月
よ
り
「
地
域
包
括

ケ
ア
シ
ス
テ
ム
」
が
始
ま
り
ま

す
。
国
が
高
齢
者
を
対
象
と
し

て
い
る
の
に
、
川
崎
市
は
「
全

て
の
地
域
住
民
」
に
対
象
を
拡

げ
ま
し
た
。

　
「
全
て
の
地
域
住
民
」
と
は
、

高
齢
者
、障
が
い
者
、子
ど
も
、

子
育
て
世
帯
等
に
加
え
、
他
者

か
ら
の
ケ
ア
を
必
要
と
し
な
い

方
々
を
含
め
た
全
て
と
い
う
こ

と
で
す
。

　

包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
中
に

全
て
の
市
民
ニ
ー
ズ
を
混
ぜ
込

む
こ
と
に
よ
り
、
専
門
性
が
弱

ま
ら
な
い
か
危
惧
さ
れ
ま
す
。

新
規
事
業
が
ほ
と
ん
ど

な
い
障
が
い
者
施
策

　

市
は
障
が
い
者
が
積
極
的
に

社
会
に
参
加
で
き
る
環
境
づ
く

り
を
進
め
る
と
し
て
い
ま
す
が
、

制
度
改
悪
に
よ
り
、
障
が
い
者

バ
ス
乗
車
券
交
付
事
業
費
が
６

２
０
万
円
減
額
。
障
が
い
者
社

会
参
加
総
合
推
進
事
業
費
が
９

４
５
万
円
減
額
さ
れ
て
い
ま

す
。
減
額
す
る
ば
か
り
で
目
立

っ
た
新
規
施
策
が
あ
り
ま
せ
ん
。

　

認
可
保
育
園
に
２
０
１
６
年

４
月
入
所
を
希
望
す
る
入
所
申

請
児
童
数
は
９
１
１
８
人
（
前

年
比
５
５
３
人
増
）、
入
所
内

定
数
は
６
１
１
１
人
（
前
年
比

２
８
２
人
増
）
と
、
申
請
数
の

　

人
口
１
０
０
万
人
規
模
の
13

政
令
市
の
中
で
、
高
齢
者
人
口

比
の
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
待

機
者
比
率
で
、
川
崎
市
は
ワ
ー

ス
ト
２
位
と
い
う
異
常
事
態
で

す
（
左
図
）。

　

待
機
者
数
は
15
年
10
月
１
日

時
点
で
５
０
３
５
人
で
す
。
し

か
し
整
備
テ
ン
ポ
は
15
年
度
３

２
４
増
床
、
16
年
度
２
１
６
増

床
予
定
、
17
年

度
１
０
０
増
床

予
定
だ
け
で
す
。

　

市
は
「
特
別

養
護
老
人
ホ
ー

ム
等
の
介
護
サ

ー
ビ
ス
基
盤
の

整
備
を
進
め

る
」
と
し
て
い

ま
す
が
、
あ
ま

り
に
も
少
な
い

整
備
計
画
で
５

千
人
を
超
え
る

待
機
者
解
消
の

メ
ド
は
あ
り
ま

せ
ん
。

介
護
労
働
者
の

不
足
は
深
刻

　

直
近
の
実
態
調
査
で
介
護
職

員
の
離
職
率
は
、
全
国
平
均

17
・
５
％
に
対
し
、
川
崎
市
は

32
・
７
％
と
２
倍
近
く
に
も
な

っ
て
い
ま
す
。
市
内
特
養
ホ
ー

ム
51
施
設
の
う
ち
介
護
職
員
不

足
が
理
由
で
稼
働
率
が
80
％
台

が
２
ヵ
所
、
60
％
台
が
１
ヵ
所

あ
り
ま
す
。

　

千
代
田
区
で
は
「
介
護
施
設

等
人
材
確
保
・
定
着
・
育
成
支

援
補
助
要
綱
」
を
定
め
、
家
賃

補
助
（
区
内
在
住
で
５
万
円
上

限
）、
パ
ー
ト
職
員
の
時
給
単

価
上
乗
せ
（
時
給
千
円
上
限
）

な
ど
実
質
的
な
支
援
を
し
て
い

ま
す
。
川
崎
市
で
も
、
抜
本
的

な
支
援
が
必
要
で
す
。

　

事
業
所
に
対
し
て
「
要
介
護

広
島
市

川
崎
市

京
都
市

神
戸
市

仙
台
市

福
岡
市

北
九
州
市

名
古
屋
市

札
幌
市

千
葉
市

さ
い
た
ま
市

横
浜
市

大
阪
市

特別養護老人ホームの待機率

（待機率＝65歳以上人口比の待機者数）
2015年10月、川崎市議会局調査課の調べ

～人口100万人規模の政令市比較～
1.85 1.81.8

1.5 1.46 1.41 1.34
1.12

0.98 0.95
0.83

0.68
0.54 0.52

特
養
老
人
ホ
ー
ム
不
足
は
深
刻
、
５
千
人
超

特
養
老
人
ホ
ー
ム
不
足
は
深
刻
、
５
千
人
超

の
待
機
者
解
消
に
メ
ド
立
た
な
い
整
備
計
画

の
待
機
者
解
消
に
メ
ド
立
た
な
い
整
備
計
画

調
理
２
校
の
工
事
な
ど
。

学
校
安
全
対
策
・

教
育
環
境
整
備

　

太
陽
光
発
電
設
備
が
あ
る
学

校
へ
の
蓄
電
池
設
置
３
校
（
南

百
合
丘
小
、
桜
本
中
、
王
禅
寺

中
央
中
）。
特
定
天
井
改
修
工

事
２
校
、
灯
油
式
発
電
機
設
備

工
事
40
校
。

　

学
校
ト
イ
レ
快
適
化
工
事
７

校
（
殿
町
小
、
宮
前
小
、
小
田

小
、
西
菅
小
、
桜
本
中
、
臨
港

中
、
平
中
）、
エ
レ
ベ
ー
タ
整

備
工
事
３
校
（
長
沢
小
、
宿
河

原
小
、
野
川
中
）。
特
別
教
室

へ
の
エ
ア
コ
ン
設
置
は
、
向
丘

中
の
理
科
室
・
美
術
室
、
御
幸

中
の
音
楽
室
、
下
沼
部
小
の
家

庭
科
室
、
東
小
倉
小
と
古
川
小

の
多
目
的
室
、
片
平
小
と
西
生

田
中
の
図
書
室
、
宮
前
平
小
と

聾
学
校
の
相
談
室
。

小
杉
周
辺
地
区
な
ど

小
学
校
新
設
へ

　

小
杉
駅
周
辺
地
区
と
新
川
崎

地
区
の
小
学
校
新
設
に
向
け
て

準
備
。
小
杉
駅
周
辺
地
区
の
小

学
校
整
備（
事
業
費
約
53
億
円
）

の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
は
、
新
年
度

に
実
施
設
計
完
了
、
借
地
契
約

締
結
（
学
校
法
人
日
本
医
科
大

学
と
事
業
用
定
期
借
地
権
〔
約

33
年
間
〕
に
よ
り
借
地
す
る
予

定
）、
土
地
引
き
渡
し
、
市
ま

教　

育

中
学
校
給
食
の
準
備

　

Ｐ
Ｆ
Ｉ
方
式
に
よ
る
３
つ
の

学
校
給
食
セ
ン
タ
ー
（
南
部
は

17
年
９
月
、
中
部
・
北
部
は
同

年
12
月
実
施
予
定
）、
自
校
調

理
２
校
（
犬
蔵
中
、
中
野
島
中

＝
17
年
１
月
実
施
）、
小
中
合

築
２
校
（
東
橘
中
、
は
る
ひ
野

中
＝
い
ず
れ
も
実
施
済
み
）
で

準
備
が
進
む
中
学
校
給
食
。

　

新
年
度
予
算
で
、
給
食
セ
ン

タ
ー
の
設
計
及
び
工
事
、
学
校

配
膳
室
の
基
本
設
計
（
９
校
）、

工
事
（
21
校
）
の
実
施
、
自
校

ち
づ
く
り
公
社
と
個
別
協
定
締

結
、通
学
区
域
・
校
名
等
検
討
、

17
年
度
に
工
事
着
工
、
通
学
区

域
・
校
名
を
決
定
、
18
年
度
に

工
事
完
成
、19
年
度
開
校
予
定
。

　

新
年
度
新
規
で
井
田
小
学

校
・
塚
越
中
学
校
の
増
築
の
実

施
設
計
に
８
６
５
万
円
。

消
防
職
員
数
は
国
基
準

よ
り
１
６
３
人
足
り
な
い

　

消
防
職
員
数
は
国
基
準
の
必

要
数
１
５
４
５
人
に
対
し
て
現

員
数
１
３
８
２
人
で
、
１
６
３

人
不
足
。
市
条
例
定
数
は
新
年

度
予
算
で
１
４
０
５
人
に
減
額
。

救
急
隊
の
増
隊
へ
救

急
救
命
士
養
成
増
額

　

救
急
救
命
士
を
新
規
養
成
す

る
事
業
費
２
５
６
３
万
円
。
退

職
者
等
の
補
充
分
等
７
名
分
の

新
規
養
成
と
、
18
年
度
に
救
急

隊
の
増
隊
に
伴
う
１
隊
分
の
救

急
救
命
士
（
６
名
分
）
の
新
規

養
成
が
必
要
に
な
り
増
額
。

他
に
新
年
度
か
ら
部
分
改
修
工

事
（
一
般
家
庭
、
補
助
率
２
／

３
、
限
度
額
75
万
円
）、
耐
震

シ
ェ
ル
タ
ー
設
置
（
補
助
率
９

／
10
、
限
度
額
30
万
円
）、
防

災
ベ
ッ
ド
設
置
（
補
助
率
９
／

10
、
限
度
額
10
万
円
）
が
助
成

対
象
に
。

　

新
年
度
の
補
助
対
象
件
数
と

予
算
額
は
、全
体
改
修
86
件（
１

億
20
万
円
）、
部
分
改
修
９
件

（
７
４
５
万
円
）、
耐
震
シ
ェ
ル

タ
ー
４
件
（
１
２
０
万
円
）、

防
災
ベ
ッ
ド
３
件
（
30
万
円
）。

補
助
限
度
額
を
減
額

　

木
造
住
宅
耐
震
改
修
助
成
の

従
来
の
全
体
改
修
で
は
新
年
度

か
ら
補
助
限
度
額
を
引
き
下

げ
。
一
般
家
庭
は
補
助
率
１
／

２
↓
２
／
３
、
限
度
額
２
０
０

万
円
↓
１
０
０
万
円
に
。
非
課

税
世
帯
は
補
助
率
３
／
４
の
ま

ま
で
、
限
度
額
３
０
０
万
円
↓

１
５
０
万
円
に
減
額
。

耐
震
性
貯
水
槽
４
基

　

新
年
度
の
耐
震
性
貯
水
槽
の

新
設
は
４
基（
野
川
南
台
公
園
、

有
馬
梅
林
公
園
、
生
田
緑
地
ビ

ジ
タ
ー
セ
ン
タ
ー
付
近
、
岡
上

川
井
田
公
園
）、
容
量
60
㎥
。

16
年
１
月
時
点
で
消
防
水
利
の

未
充
足
地
域
は
市
内
５
４
６
地

域
（
メ
ッ
シ
ュ
）
の
う
ち
41
地

域
で
、
充
足
率
92
・
５
％
。

防　

災

部
分
改
修
、
耐
震
シ

ェ
ル
タ
ー
、
防
災
ベ

ッ
ド
も
補
助
対
象
に

　

木
造
住
宅
耐
震
改
修
助
成
金

（
１
億
１
３
４
５
万
円
）
は
旧

耐
震
基
準
で
建
築
さ
れ
た
木
造

住
宅
を
対
象
に
、
全
体
改
修
の

財
政
が
豊
か
な
の
に

新
た
な
市
民
い
じ
め
の

「
行
革
」
を
発
表

　

新
年
度
予
算
案
と
同
時
に

「
行
財
政
改
革
案
」
も
発
表

さ
れ
ま
し
た
。

　

小
児
医
療
費
助
成
制
度
に

一
部
負
担
金
の
導
入
、
重
度

障
害
者
医
療
費
助
成
事
業
に

負
担
導
入
、
保
育
所
保
育
料

の
値
上
げ
、
高
齢
者
外
出
支

援
事
業
の
対
象
年
齢
引
き
上

げ
・
料
金
値
上
げ
、
成
人
ぜ

ん
息
患
者
医
療
費
助
成
制
度

の
負
担
増
、
家
庭
ご
み
収
集

の
有
料
化
な
ど
、
市
民
サ
ー

ビ
ス
の
さ
ら
な
る
切
り
捨
て

と
負
担
増
の
検
討
が
目
白
押

し
で
す
。

　

非
正
規
労
働
者
の
増
大
に

よ
り
、
２
０
１
２
年
で
年
収

３
０
０
万
円
以
下
は
市
内
労

働
者
の
44
％
に
も
。
市
の
国

保
加
入
者
は
所
得
が
２
０
０

万
円
未
満
が
77
・
７
％
、
３

０
０
万
円
未
満
は
87
・
６
％

に
の
ぼ
っ
て
い
ま
す
。
格
差

と
貧
困
は
市
内
で
も
広
が

り
、
市
民
生
活
が
苦
し
く
な

っ
て
い
る
な
か
、「
行
革
」

に
よ
る
負
担
増
は
こ
う
し
た

市
民
生
活
に
追
い
討
ち
を
か

け
る
も
の
で
す
。
豊
か
な
財

政
力
の
川
崎
市
で
理
由
が
な

い
市
民
サ
ー
ビ
ス
削
減
・
負

担
増
の
「
行
革
」
は
や
め
る

べ
き
で
す
。


